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総理歴訪への反応と湾岸諸国政府が直面する課題 
The Japanese Premier's Visit to the Gulf States: Their Responses and the Facing Issues 

 
バハレーン、クウェート、カタール： 安倍総理歴訪への反応 

8 月 24 日から 8 月 29 日までの安倍総理によるバハレーン、クウェート、ジブチ、カタール

への歴訪は、日本として 6 年ぶりの首脳訪問であり、エネルギー・通商分野にとどまらない包

括的な関係構築に合意することで、積極的に湾岸地域と関わる姿勢を示す機会となった。今次

歴訪において湾岸 3カ国との間で安全保障対話と防衛協力に踏み込んだのは画期的といえよう。

湾岸各国政府からも湾岸地域の安全保障への関与を示すものとして好意的な反応が示された。

具体的な実施内容は担当部局の間で詰められているようであるが、安全保障対話については要

人往来の活発化やマナーマ・ダイアローグ等の地域安全保障に関する国際会議への要人派遣な

ど、継続的な取り組みが期待される。防衛協力についてはイランによるホルムズ海峡閉鎖への

対応を想定した海上自衛隊掃海部隊の派遣が期待されている。実際には湾岸に駐留する米軍を

介した協力関係が主体となり、交戦中の派遣は事実上不可能であるが、合同掃海訓練を通じた

人的交流と人材養成支援を通じた有事対応への体勢づくりが期待される。 
ビジネス面では、都市開発へのインフラ構築支援や新規天然ガス田の共同開発、投資や企業

活動に対するビジネス障壁の緩和で合意し、二国間での合同経済委員会の開催など、具体的な

実施項目で進捗がみられた。また、具体的な成果として、カタールとクウェートにおいて日本

企業が複合プラントの建設を受注した。都市鉄道や海上連絡橋梁など交通インフラ整備の受注

も期待される。互恵主義に基づく湾岸向けビザ緩和については、外交・公用ビザの手続き緩和

に留まったため、ビジネスおよび観光ビザについても手続き緩和が期待されている。 
 
カタール：新政権の外交方針と対日関係 

6 月に即位したタミーム新首長は、即位にあたりハマド前首長の方針を踏襲することを表明

したが、外交政策では従前の積極的な介入姿勢に軌道修正が図られた。対エジプトではムスリ

ム同胞団と距離を取り、暫定政権への祝電でエジプト国民の意思を尊重し、継続してエジプト

を支持すると表明した。パレスチナのハマースやアフガニスタンのターリバーンへの関与も手

控え、対シリアでもアサド政権の退陣を求めつつ、反体制派への支援からは手を引きつつあり、

対応をめぐるサウジアラビアとの対立は抑制されつつある。 
新体制では閣僚の世代交代も進んだ。長年にわたり対日関係の窓口となってきたアブドゥッ

ラー・ビン・ハマド・アティーヤ行政監督庁長官は、安倍総理の訪問時にはカタール国内を離

れており、一線から退く姿勢を示したと思われる。新たな対日窓口を担う人物についてはまだ

判然としないが、11 月 15 日にはハーリド・ビン・ムハンマド・アティーヤ外相が投資ミッシ

ョンを伴って訪日した。 
 
 

Gulf countries: Politics 
湾岸諸国・政治 
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クウェート、オマーン：福祉国家の行きづまりを警告 

10 月 28 日付各紙によると、クウェートのジャービル・ムバーラク首相は今期国民議会の開

会にあたり、議員に向けた施政方針の中で、現在の福祉制度の行き詰まりを警告し、政府予算

を教育、保健、福祉、住宅その他サービスのための補助金から開発計画へ振り向けることへの

理解を求めた。クウェートでは無償の公共サービスに加え電気料金や自動車燃料が低価格で抑

えられたままになっているが、人口増加や石油消費の拡大によって補助金への支出が増大して

いる。IMF によれば、石油の国内消費が輸出を上回ることで財政支出が石油収入を上回り、2017
年には財政赤字に転じることが懸念されている。クウェート政府は 1990 年代から石油の国内

消費の抑制と石油依存からの脱却のため、補助金の削減と公共サービスの有料化、個人課税の

導入を目指し、最近ではサーレム・アブドゥルアジーズ財務相がクウェート企業への法人課税

についても表明しているが、2000 年代後半からの石油価格の高騰によって財政が黒字基調とな

っていることもあり、現在の福祉制度を当然の権利と考える国民の反発は大きい。 
同様に、オマーンでも 11 月 10 日にムハンマド・ルムヒー石油相が ADIPEC 年次会合の席

上、湾岸諸国における燃油補助金制度が石油の浪費と財政負担の増大をもたらしているとして、

地域全体の問題として警鐘を鳴らした。既にサウジアラビアでは国民に対し省エネキャンペー

ンを展開しており、都市交通の整備による自動車社会の転換とあわせた石油消費の抑制を目指

しているが、補助金の削減には国民の反発が大きく手がつけられない状態である。補助金削減

に対する国民の反発は大きく、国際石油価格の動向をにらみつつ、いかに国民の意識を変えて

いくのか、体制の維持にも関わるだけに、各国政府は難しい課題に直面している。 
 

サウジアラビア：GCC統合推進へ 

10 月 18 日、サウジアラビア政府は正式に国連安全保障理事会非常任理事国のポストを辞退

した。国際社会において前例のない対応であるが、辞退の要因としては米国に対し、シリアへ

の軍事介入を決断しなかったことや、イランとの関係改善の動きへの不満と再考を促すためと

の見方が多い。他方で、実際に安保理での決議採択にあたって明確な意思表示が、外交上の威

信を損なうことを回避したとの解釈も見られる。11 月 24 日にイランと欧米 6 カ国との間での

核開発をめぐる暫定合意がなされると、サウジアラビア政府は核兵器の保有を認めかねないと

反発し、バハレーンとともに、イランの脅威に対抗するための安全保障体制づくりと経済統合

および政治統合のための湾岸連合の結成を12月のGCCサミットの主要議題とすべくキャンペ

ーンを開始した。クウェートとカタールは特に反対しない立場であったが、イランとの関係も

重視するオマーンは従前通り湾岸連合の結成には反対を表明した。12 月 10 日開催された GCC
サミットの公式発表では湾岸連合の結成は議題にされず、イランと欧米 6 カ国の核協議の合意

を歓迎する声明を発表した。約 1 年半ぶりに話題となった湾岸連合の結成であったが、改めて

各国の立場の違いを示す結果となり、実際の統合の進展は厳しい見込みである。サウジアラビ

ア政府としては、バハレーンとともに GCC 統合推進の立場は変わらないものの、当面は GCC
統合へ向けたアピールを手控え、様子見となるであろう。 

（石黒大岳）


